国際共同研究事業平成29年度国際共同研究教育パートナーシッププログラム－PIREプログラム－　

＜申請内容＞

	(1) Project Summary
英文で、1ページ以内で記入してください。なお、米国側研究代表者がNSFに提出する本申請（Full Proposal）の申請書に記載されるProject Summaryと同一のものを記入してください。

	

	(2) 研究目的
　本欄には、研究の全体構想及びその中での本研究の具体的な目的について、冒頭にその要旨を記述した上で、適宜文献を引用しつつ記述してください。特に次の点については、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。

1 研究の学術的背景（本研究に関連する国内・国外の研究動向及び位置づけ、申請者のこれまでの研究成果を踏まえ着想に至った経緯、これまでの研究成果を発展させる場合にはその内容等。）

2 研究期間内に何をどこまで明らかにしようとするのか

3 当該研究分野における本研究の学術的な特色・独創的な点及び予想される結果と意義

4 米国側研究者との研究協力の必要性と意義

5 本事業による共同研究が終了したときに予想される社会的インパクト及び将来の見通し

6 若手研究者養成への貢献

	


	研究目的（つづき）

	


	研究目的（つづき）

	

	(3) 研究の準備状況及び研究計画・方法

　本欄には、研究目的を達成するための準備状況及び具体的な研究計画・方法について、冒頭にその要旨を記述した上で、年度別の計画に分けて、適宜文献を引用しつつ記述してください。特に次の点については、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。

1 研究目的達成までの具体的な道筋

2 米国側研究者との連絡調整の状況など、研究着手に向けての状況

3 日米の研究チームの役割分担

4 日本側研究代表者及び参加者の具体的な役割（図表を用いる等）

5 本研究の研究成果を社会・国民に発信する方法等

	


	研究の準備状況及び研究計画・方法（つづき）

	

	研究の準備状況及び研究計画・方法（つづき）

	

	研究の準備状況及び研究計画・方法（つづき）

	


	研究の準備状況及び研究計画・方法（つづき）

	


	(4) 研究業績
本欄には、研究代表者及び日本側研究チームの主な参加者が最近5か年間に発表した論文、著書、産業財産権、招待講演のうち、本研究に関連する重要なものを選定し、現在から順に発表年次を過去にさかのぼり、発表年（暦年）毎に線を引いて区別（線は移動可）し、通し番号を付して記入してください。なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに限ります。また、査読の有無について記載してください。


	出版年
	研究代表者及び日本側研究チームの主な参加者の氏名
	論文、著書、産業財産権、招待講演等のタイトル （査読の有無にかかわらず、印刷済及び採録決定済みのものについて巻数、ページ数、出版年）研究代表者と主な参加者には下線を引いてください。

	2017以降

	
	

	2016
	
	

	2015
	
	

	2014
	
	

	2013
	
	


	研究業績（つづき）

	出版年
	研究代表者及び日本側研究チームの主な参加者の氏名
	論文、著書、産業財産権、招待講演等のタイトル （査読の有無にかかわらず、印刷済及び採録決定済みのものについて巻数、ページ数、出版年）研究代表者と主な参加者には下線を引いてください。

	
	
	


	研究業績（つづき）

	出版年
	研究代表者及び日本側研究チームの主な参加者の氏名
	論文、著書、産業財産権、招待講演等のタイトル （査読の有無にかかわらず、印刷済及び採録決定済みのものについて巻数、ページ数、出版年）研究代表者と主な参加者には下線を引いてください。

	
	
	


	研究業績（つづき）

	出版年
	研究代表者及び日本側研究チームの主な参加者の氏名
	論文、著書、産業財産権、招待講演等のタイトル （査読の有無にかかわらず、印刷済及び採録決定済みのものについて巻数、ページ数、出版年）研究代表者と主な参加者には下線を引いてください。

	
	
	

	(5) これまでに受けた国際共同研究に係る研究費とその成果等、及び本申請との関係
本欄には、研究代表者及び主たる参加者がこれまでに受けた国際共同研究に係る研究費（科学研究費補助金、所属研究機関より措置された研究費、府省・地方公共団体・研究助成法人・民間企業等からの研究費等。なお、現在受けている研究費も含む。）について、次の点に留意し記述してください。＊該当のない場合には「該当なし」と記入してください。

1 それぞれの研究費毎に、資金制度名、（科学研究費補助金の場合は研究種目名）、期間（年度）、研究課題名、研究代表者又は研究分担者の別、研究経費（直接経費）を記入の上、研究成果及び中間・事後評価（当該研究費の配分機関が行うものに限る。）結果を簡潔に記述してください。（②に記載されるものを除く）

2 日本側研究代表者が、本会の国際交流事業※を現在実施中、あるいは過去５年間（平成24年度～平成28年度）に採択されたプログラムで研究代表者等を務めたことのある場合には、それらの事業全てを記入してください。　
＊該当のない場合には「該当なし」と記入して下さい。

＊事業名・課題名・交流相手国・採用期間・役割（研究代表者、コーディネーター、スピーカー等）を全て記入して下さい。
※ここで言う本会の国際交流事業とは次の通り。

二国間交流事業（共同研究・セミナー）、特定国派遣研究者事業、日中医学交流事業、アジア学術セミナー、国際共同研究事業（スイスとの国際共同研究プログラム(JRPs)、国際共同研究教育パートナーシッププログラム（PIREプログラム）、欧州との社会科学分野における国際共同研究プログラム（ORAプログラム）、多国間国際研究協力事業（G8 Research Councils Initiative）、国際化学研究協力事業（ICCプログラム）、災害からの回復力強化等に関する領域横断的研究協力事業）、日中韓フォーサイト事業、日独共同大学院プログラム、先端科学（FoS）シンポジウム、リンダウ・ノーベル賞受賞者会議派遣事業、ＨＯＰＥミーティング、先端研究拠点事業、アジア研究教育拠点事業、アジア・アフリカ学術基盤形成事業、研究拠点形成事業、論文博士号取得希望者に対する支援事業、外国人研究者招へい事業、国際研究集会、若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP）、組織的な若手研究者等海外派遣プログラム、頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣プログラム、若手研究者ワークショップ（ブラジル）
3 これまでの国際的な研究交流活動の実績（①②を含む）と本申請課題との間に関連性がある場合は具体的に記入してください。

	

	これまでに受けた国際共同研究に係る研究費とその成果等、及び本申請との関係（つづき）

	

	(6) 人権の保護及び法令等の遵守への対応

本欄には、研究計画を遂行するに当たって、相手方の同意・協力を必要とする研究、個人情報の取扱いの配慮を必要とする研究、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする研究など法令等に基づく手続きが必要な研究が含まれている場合に、どのような対策や措置を講じるのか記述してください。

例えば、個人情報を伴うアンケート調査・インタビュー調査、国内外の文化遺産の調査等、提供を受けた試料の使用、ヒト遺伝子解析研究、遺伝子組換え実験、動物実験など、研究機関内外の情報委員会や倫理委員会等における承認手続きが必要となる調査・研究・実験などが対象となります。

	1 該当あり（　）　該当がある場合には左記に○印を付した上、対応を下記に記入してください
2 該当無し（　）　該当がない場合には左記に○印を付してください

＜「該当あり」の場合の対応方法＞



	(7) 研究経費の妥当性・必要性

本欄には、「研究計画・方法」欄で述べた研究規模、研究体制等を踏まえ、次頁以降に記入する研究経費の妥当性・必要性・積算根拠について記述してください。また、研究計画のいずれかの年度において、各費目（設備備品費、旅費、謝金等）が全体の研究経費の90％を超える場合及びその他の費目で、特に大きな割合を占める経費がある場合には、当該経費の必要性（内訳等）を記述してください。

	

	(8) 経費
注
1. 米国側研究者に係る経費は計上できません。

2. 各会計年度の研究経費支給合計額は1000万円以内、かつ全研究期間（5年間かつ6会計年度）に対する支給額総計は5000万円以内とします。研究代表者の所属機関に支払われる業務委託手数料は、一会計年度あたりの研究経費総額に対して10％以内とし、研究経費支給合計額の外枠とします。
3. 支給額は、消費税及び地方消費税相当額を含みます。また、査定に基づき申請された額から減額される場合があります。

4. 外国旅費、国内旅費の単価等は研究代表者の所属機関の規程に従って算出してください。




(8)-1　経費計画概要

（金額単位：千円）

	
	研究経費
	業務委託手数料
	合計


	年度
	設備備品費
	消耗品費
	旅費
	人件費・

謝金等
	その他
	
	

	
	
	
	国内旅費
	外国旅費
	
	
	
	

	29
	
	
	
	
	
	
	
	

	30
	
	
	
	
	
	
	
	

	31
	
	
	
	
	
	
	
	

	32
	
	
	
	
	
	
	
	

	33
	
	
	
	
	
	
	
	

	34
	
	
	
	
	
	
	
	


(8)-2　経費計画概要

（金額単位：千円）
	設備備品費の明細
	消耗品費の明細

	年度
	品名・仕様

（数量×単価）（設置機関）
	金　額
	品名
	金　額

	29
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	

	30
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	

	31
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	

	32
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	

	33
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	

	34
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	


（金額単位：千円）
	旅費等の明細

	年度
	国内旅費・
	外国旅費
	人件費・謝金等
	そ　の　他

	
	事　項
	金額
	事　項
	金額
	事　項
	金額
	事　項
	金額

	29
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	

	30
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	

	31
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	

	32
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	

	33
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	

	34
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	


各項目欄について指定の無い項目の枠の拡大・縮小等の変更、新設、記入しない項目の省略等様式に加工を施すことは認められません。
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